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Ⅰ は じ め に

通
2
報は，不正行為の発生とそれに伴う損失の拡大を抑制するために，有効な手段とな

り得る（Hooks, Kaplan, and Schultz 1994）。Association of Certified Fraud Examiners の調
査によると，初期の不正発見の手段として通報が最も多く，発見された不正の 42％を
占めている（ACFE 2022, p.21）。
米国を中心とした企業や規制当局は，非倫理的行為の通報を奨励する手段として，一
定の要件の下で金銭的報酬を提供する通報者報奨金プログラムを導入している（Brink,
Lowe, and Victoravich 2013; Tapestry Networks 2011）。多くの報奨金プログラムでは，そ
の支払要件の 1つに，不正規模（不正金額）の最低閾値が設定されている。例えば，
SEC（米国証券取引委員会）の通報者報奨金プログラムでは，証券法関連違反の通報に
よって，SEC が 100万ドル以上の制裁金を課す法執行が実現された際に，SEC が受領
した制裁金の最大 30％を通報者に対して支払われる（ドッド・フランク法 922条他）。
この場合の閾値は 100万ドルであり，100万ドル以上の不正規模の通報に対してのみ，
最大その 30％が報奨金として与えられることとなる。逆にいえば，それを下回る不正
規模の通報を行っても報奨金の支払い対象には該当しないことになる。このように，米
国の立法においては，通報者保護だけなく，報奨金制度を活用した通報奨励も推進して
いる。
これに対して我が国においては，公益通報者保護法の目的や制度趣旨が通報者保護に
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主眼を置いていることもあり，通報の奨励に関する議論は乏しい。しかし，その通報者
保護についても，匿名性の欠落や報復のリスクなど，多くの問題点があり，また法によ
る救済にも一定の限界があることが指摘されている（丁子・澤田 2022）。通報者の保護
自体が十分ではないことは，結果として保護への不安から生じる通報に対する負のイン
センティブとして通報意欲を減退させるため，依然として重要な課題である。そのた
め，一方では，監督官庁や取引先への通報を奨励する立法を通じて実質的な通報者保護
を図ることも考えられる。そこで，本稿では，通報奨励に関する議論の足掛かりとすべ
く，通報者報奨金制度を主題とする。
通報奨励を目的とした報奨金制度に関しても，いくつか課題があるが，なかでも

Berger et al.（2017）は，当該制度における閾値設定がかえって通報の意向を下げる可能
性を示している。具体的には，仮に報奨金制度があり，かつ不正を発見した潜在的な通
報者がいたとしても，不正規模が報奨金を得るための所定の最低閾値に満たない場合
（上述した米国の例でいうと，100万ドルに満たない場合），発見時の段階では報奨金の
支払い対象とならず，そのため，潜在的な通報者は，不正規模が閾値を満たすまで通報
しない可能性が高いことを明らかにした。これは，閾値の設定が通報行動を遅延させ，
かえって不正を助長させる可能性を示唆するものである。
これに関連して，本研究では，Berger et al.（2017）の追試を行った。追試の主たる目
的は，大きく 2点ある。第 1に，通報奨励に関する議論の足掛かりとすべく，国内の法
規制・制度設計に対して，学術的知見を提示することにある。第 2に，実験結果の外的
妥当性を高めることにある。Berger et al.（2017）では，北米在住の大学生を中心とした
参加者を対象にしている。それに対して，本研究は，国内在住の実務経験を有する幅広
い年代の参加者を対象にすることで外的妥当性の問題を軽減させる。
本研究では，Yahoo! クラウドソーシングを用いて募集した 300名を対象にオンライ
ン実験を実施した。結果は，Berger et al.（2017）と同様の結果が得られた。すなわち，
潜在的な通報者は，報奨金の支払要件となる不正規模が最低閾値を満たすまで通報しな
い（通報を先延ばしにする）傾向にあることが明らかとなった。
本稿では次のような構成で議論を進める。Ⅱ節では，先行研究を整理し，仮説設定を
おこなう。続く，Ⅲ節では，仮説検証のための研究手法について述べる。Ⅳ節では，分
析結果を示し，最後にⅤ節で本論文の総括をおこなう。

Ⅱ 先行研究と仮説の設定

本節では，Berger et al.（2017）に依拠して，同様の仮説設定を行う。通報は，不正行
為の発生とそれに伴う損失の拡大を抑制するために，有効な手段となり得る（Hooks et
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al. 1994）。しかし，こうした制度の有効性は，個人が自ら進んで不正行為を通報する意
欲に大きく依存している（Kaplan et al. 2009）。通報者のキャリアが，通報を行うとい
う決断によって損なわれることが多いことは一般に知られており（e.g, Brickey 2003;
Ramirez 2007），学術的な先行研究では，報復への恐怖と通報の可能性には強い負の関
係性があることが明らかにされている（Miceli and Near 1994; MesmerMagnus and
Viswesvaran 2005）。
起こりうる報復のリスクを相殺し，通報を奨励するために，企業や規制当局等は，通
報者に金銭的インセンティブを提供する通報者報奨金制度を採用してきた（Brink et al.
2013; Tapestry Networks 2011; ACFE 2022）。もっとも代表的なものとして，2010年にド
ッド・フランク法で制定された SEC の通報者報奨金プログラムでは，一定の要件を満
たす不正を SEC に通報した個人に多額の金銭的報酬を提供してい

3
る。

金銭的なインセンティブを提供する報奨金制度は，通報の意思決定の動機づけの特性
を一変させることができる。社会心理学の研究では，動機づけを「内発的動機づけ」と
「外発的動機づけ」の 2種類に大別している（Deci and Ryan 1985, p.43）。外発的動機づ
けは，金銭的報酬などの外的要因によって引き起こされる行動と結びついており，内発
的動機づけは，個人の道徳心や義務感によって引き起こされるものである。モチベーシ
ョンのクラウディング理論（Motivational crowding theory）によると，通報をするかど
うかの判断など，通常は倫理的関心によって引き起こされる状況が，外発的な金銭的イ
ンセンティブやペナルティが導入されることによって，当該行為を経済的取引として再
認識されてしまうことを示している（Brink et al. 2013; Ryan and Deci 2000; Frey and
Jegen 2001 ; Gneezy et al. 2011 ; Gneezy and Rustichini 2000 ; Tenbrunsel and Messick

1999）。すなわち，内発的動機づけが外発的動機づけに飲み込まれることを意味し，こ
の焦点の転換は，「クラウドアウト」と呼ばれる（Brink et al. 2013; Miceli and Near
1994）。
通報自体が経済的取引として認識される場合，金銭的インセンティブの提供は，通報
に関連する経済的リスク（報復のリスク等）の一部を相殺するのに役立ち（Taylor et
al. 2011），それによって通報の可能性を高めることができる。これは，報奨金制度の利
用可能性が通報行動を増加させることを示す先行研究とも一致している（Xu and
Ziegenfuss 2008; Stikeleather 2016; Brink et al.2013; Chen, Nichol, and Zhou 2017）。したが
って，このような理論や先行研究に依拠すると，通報者報奨金制度は，通報によって個
人が金銭的インセンティブを受け取る資格を得た場合とそうでない場合では，前者のほ
うが通報の意向が高いと考えられる。したがって，以下の仮説を設定する。

────────────
３ 当該制度（プログラム）の詳細については，柿崎（2016）を参照されたい。
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H 1：通報者報奨金制度で提供される報奨金を受ける資格がある場合，受ける資格がな
い場合や報奨金制度がない場合と比較して，潜在的通報者は発見した不正を通報する可
能性が高い。

通報者が金銭的報酬を受け取ることを期待する状況では，金銭的インセンティブの導
入が通報の可能性を高めると予測しているが，インセンティブが存在するが利用できな
い状況では，経済的意思決定フレームの活性化によって相反する効果が得られる可能性
がある。前述したように，小規模な不正行為（すなわち，最小限の閾値を下回るもの）
の通報を考慮すると，経済的な枠組みのもとでの通報の意思決定は，非経済的な文脈で
組み立てられた選択と比較して，どちらの選択も同じ報酬であるにもかかわらず，通報
の可能性を低くすることにつながる可能性がある。なぜなら，経済的な判断枠組みを採
用した人は，通報に伴う個人的な経済的リスク（報復リスク等）と通報によって得られ
る個人的な経済的利益（ゼロ）を比較検討して意思決定する傾向があるためである。そ
のような場合，個人は経済的便益を考えると，不正規模が閾値を満たし，報奨金を得る
ための要件を満たすまで通報しないほうが良いという結論に達する可能性が高くなる。
実際，先行研究の多くが，経済的な意思決定のフレームを採用することで，個人が道
徳的義務を回避し，利己的な行動をとるようになることを示唆している。例えば，
Vohs, Mead, and Goode（2006）は，お金について考えるようにプライミングされた参加
者は，ニュートラルな対照群と比較して，他人を助けたり，慈善活動に寄付をしたりと
いった向社会的な行動をとる可能性が低いことを明らかにした。Gino and Mogilner
（2014）は，お金に関するプライミングを行うと，実験参加者がゲームで不正を行う可
能性が高くなることを発見している。
Tenbrunsel and Messick（1999）は，非協力的な行動に対する金銭的ペナルティを導入
することで，協力的な行動をとる可能性が高まるかどうかを検証した。ペナルティは規
範的には望ましくない行動を抑制するのに有効と考えられるが，ペナルティを小さくす
ると，非協力的な行動が増加することを発見した。つまり，ペナルティ制度の導入によ
り，参加者は，（倫理的決定フレームと比較して）ペナルティの強さを考慮した個人の
コスト・ベネフィット分析によって協力行動を決めるようになったのである。
このような先行研究に依拠すれば，金銭的なインセンティブを含む報奨金制度に触れ
ることで，潜在的な通報者の心の中にある経済的な意思決定フレームが活性化する可能
性が高い。経済的な意思決定フレームを活性化させることは，最低閾値を下回る不正行
為の通報に悪影響を及ぼす可能性がある。なぜなら，個人は通報する道徳的義務に比
べ，通報することによる経済的な負の影響に意思決定を集中させる可能性が高くなるた
めである。したがって，そもそも報奨金制度がない場合よりも，報奨金制度はあるもの
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の，不正行為の金額が小さすぎて報奨金の支払い対象とならない場合のほうが，個人が
通報する可能性は低くなると予測される。以上より，第 2の仮説を設定する。

H 2：通報者報奨金制度がない場合のほうが，当該制度があるものの，通報者がその報
奨金を受ける資格がない場合よりも，潜在的通報者が不正行為を通報する可能性が高
い。

通報制度の重要な利点は，個人が不正の早期発見を支援する仕組みを提供することで
あり，これは潜在的な損害を最小限に抑え，不正に係る証拠へのアクセスを確保する上
で重要な要素である（ACFE 2022; Taylor et al. 2011; Carson et al. 2007）。実際，ACFE
（2022）は，通報制度が，他の不正検知手段（外部監査を受けるなど）と比較して，組
織が早い段階で検知するのに優れていると報告している。早期発見は，通報者が不正を
特定し，その後大幅に遅れることなく通報した場合にのみ可能となる。逆に通報が遅れ
れば，組織への潜在的な損害が増大し，不正行為者がもつ重要な証拠を隠滅する機会を
与えてしまうことにもつながる。
もし通報者報奨金制度が通報の意思決定を経済的な枠組みで誘導するならば，進行中
の不正の規模がその最低閾値を満たさない場合，最低閾値機能を含む報奨金制度は遅延
して通報することを動機付けるとも考えられる（Rapp 2012; Vega 2012）。つまり，通報
のリスクを経済的な判断枠で考えた場合，不正規模が最低閾値に達するまで待つことが
合理的な選択と考えられる。
よって，通報制度に最低閾値を含む報奨金制度を導入しても，その閾値を満たしてい
ないときは，不正の適時通報を遅らせる可能性が高まると予測される。したがって，下
記のとおりの仮説を設定する。

H 3：通報者報奨金制度があるものの，その報奨金を受ける資格がない場合，報奨金を
受ける資格がある場合や報奨金制度がない場合と比較して，潜在的通報者は通報を遅ら
せる可能性が高い。

Ⅲ 研 究 手 法

Ⅲ1 実験参加者および手続き
Berger et al.（2017）と同様に，実験手

4
法を用いた仮説検証をおこなう。本研究の実験

参加者は，国内で提供されているクラウドソーシングを用いてオンライン上で募集し
────────────
４ 実験研究の有用性については，例えば，田口（2015: 2020），坂上ほか（2020）が参考となる。
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た。これは，実験の対象を国内在住者に限定し，かつ幅広い属性の実験参加者を募るた
めである。また，当該分野に関連した過去のクラウドソーシングを用いた実験研

5
究の実

績より，Yahoo! クラウドソーシング（https://crowdsourcing.yahoo.co.jp/）を採用した。
実験参加者は，合計 300名であり，基本属性は以下のとおりである。平均年齢は

45.91歳（SD＝8.83歳），女性比率は 25％，実務経験年数の平均値は，19.16年（SD＝
10.55年）であった。追試元と比較すると，平均年齢が大きく異なる。具体的には，
Berger et al.（2017）では，主に大学生又は大学院生を対象にしているため，平均年齢が
約 22歳となっているのに対して，本研究では，クラウドソーシングを用いて幅広い年
齢層にアプローチしているため，平均年齢が 45.91歳と大きく異なっている（実験参加
者の年齢ヒストグラムは，図表 1を参照）。なお，実験参加者には，固定報酬として，
PayPay 40ポイントを一律に支払っている。
まず，実験参加者は，警察，消防，軍人のためのアパレルとユニフォームを製造して
いる Alpha 社についてのシナリ

6
オを読む。シナリオでは，同社が取引先である TSA 社

の政府職員の制服を製造する大口契約を受注したことが説明された。この契約には，北
米で生産された生地のみを使用するという明確な要件が含まれていた。そして，この会
社の買掛金処理を担当する経理スタッフである山田氏の責務が説明された。このシナリ
オでは，山田氏が通常の業務を行っているときに，同社が取引先との契約に基づくユニ
フォームの製造に中米産の安価な生地を使用している証拠に遭遇したことを記してい
る。さらに，この安価な生地を購入することで Alpha 社の製造コストは下がるが，そ
れは取引先との契約に違反する明らかな不正行為であると説明されている。最後に，こ
の契約違反により，Alpha 社は現在までに合計 80万ドルの追加利益を不正に得ている

────────────
５ 例えば，後藤（2017），廣瀬・後藤（2019）など。
６ シナリオの全文および質問項目は，付録を参照のこと。

図表 1 実験参加者の年齢ヒストグラム

（出所）筆者作成
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ことが説明される。このシナリオを読んだ後，実験参加者は，取引先が運営する匿名の
通報窓口についての説明を受ける。また，あらゆる不正は通報することが重要であるこ
とを実験参加者に認識させるため，不正行為の規模にかかわらず，通報窓口に寄せられ
たすべての通報が調査されることも伝えられた。実験参加者は，シナリオを読んだ後，
質問に回答した。

Ⅲ-2 実験デザインと主要な変数
仮説検証のため，3×1の被験者間実験（各条件 100名ずつ）を行い，通報者報奨金
制度におけるインセンティブの有無を 3つの方法で操作した（図表 2）。実験参加者は，
3つの条件のうち，いずれか 1つの条件にランダムに参加する。2つの条件（Eligible 条
件と Ineligible 条件）では，通報窓口の説明文に「不正の発見につながる質の高い独自
の情報を提供した個人には金銭的報酬が提供される」ことが記載されている。しかし，
両条件とも，通報された不正の規模が最低基準を満たした場合にのみ報奨金が支払われ
ることが明記されている。Eligible 条件では，報奨金の支払対象となるには，不正の規
模が 70万ドル以上であることを示し，他方，Ineligible 条件では，この金額は 90万ド
ルに設定した。実際の不正の規模は，すべての条件で 80万ドルと固定しているため，
通報者は Eligible 条件では報奨金を受けることができるが，Ineligible 条件では受けるこ
とができないことになる。また，3つ目の条件として，通報に対する金銭的インセンテ
ィブの記述が一切ない（報奨金制度なし）条件（No Incentive 条件）も用意した。
実験参加者に対する主要な質問（目的変数）として，通報者が通報窓口を通じて不正
を通報する可能性を問うている。大きく 2つの質問項目があり，1つは，山田氏が，現
時点で TSA の通報窓口に不正行為を通報する可能性はどの程度あると思うかについ

図表 2 実験デザイン

（出所）筆者作成
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て，もう 1つは，山田氏が TSA の通報窓口に不正行為を通報するのをしばらく待つ
（つまり，不正行為の金額がもう少し高まった後で通報する）可能性がどの程度あるか
についてである。どちらの質問においても，1（全く可能性が高くないと思う）～8（非
常に可能性が高いと思う）とした 8段階のリッカート尺度を用いて測定を行った。
先行研究によると，道徳的に厳しい判断をするとき，意思決定者は自分自身が倫理的
な行動をとる可能性を常に過大評価するが，他者の行動の予測は著しく正確であること
が分かっている（Epley and Dunning 2000）。この現象は，「社会的望ましさバイアス」
として知られており，通報行動に関する先行研究でも数多く実証されている（e.g.,
Feldman and Lobel 2010; Robinson, Robertson, and Curtis 2012）。この問題に対処するた
め，目的変数は，実験参加者自身の通報の意思決定を問うのではなく，第三者の立場と
して，その状況に関する可能性を評価している。これは，通報の意思決定を検討してい
る先行研究に依拠している（e.g, Seifert, Sweeney, Joireman, and Thornton 2010; Wainberg
and Perreault 2016）。

Ⅳ 分 析 結 果

実験参加者 300名のうち，理解度チェックのための質問項
7
目で不正解だった 34名

（No Incentive 条件：11名，Eligible 条件：7名，Ineligible 条件：16名）を除いた 266名
を対象に分析を実施した。
H 1では，「通報者報奨金制度で提供される報奨金を受ける資格がある場合，受ける
資格がない場合や報奨金制度がない場合と比較して，潜在的通報者は発見した不正を通
報する可能性が高い」という仮説を設定した。H 1を検証するため，山田氏が「現時
点」で通報窓口に不正行為を通報する可能性がどの程度あると思うかについて 1-8段階
で回答した質問項目を条件間で比較した。結果は，仮説の予想通り，Eligible 条件
（5.27）は，Ineligible 条件と No Incentive 条件（それぞれ 3.70, 4.63）よりも高い値を示
した。統計的な有意性を確認するため，他の要因（性別，年齢，実務経験年数）を共変
量とした共分散分析（ANCOVA）を実施した。その際，コントラストコーディング
（contrast-coding）を使用したダミー変数を利用している。コントラストコーディング
は，仮説検証にあわせて関心のある複数のグループ間の比較を行う際に，有用となる
コーディング方法である（三輪・林

8
2014）。H 1では，Eligible 条件が Ineligible 条件

────────────
７ 理解度チェックは，実験参加者がシナリオの内容を理解できているかどうかを確認するために行うもの
である。具体的な質問項目は，付録 B を参照のこと。

８ たとえば，職業階層間の世帯収入の差を検討したいとき，単純な「ホワイトカラー」と「ブルーカ
ラー」の収入差に加え，さらに「ホワイトカラー」のなかで「上層ホワイトカラー」と「下層ホワイト
カラー」の間に収入差が見られるかを検討したいとする。このような場合，コントラストコーディン↗
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や No Incentive 条件よりも通報の可能性が高いと予測しているため，Eligible 条件を＋
2, Ineligible 条件と No Incentive 条件をそれぞれ－1としたダミー変数を作成した。結果
は，図表 3に示したとおりである。Contrast_D 1 が 1％水準で統計的に有意な結果を示
した（F（1,261）＝28.52; p＜

9
0.01）。したがって，H 1は支持されたといえる。

続いて H 2では，「通報者報奨金制度がない場合のほうが，当該制度があるものの，
通報者がその報奨金を受ける資格がない場合よりも，潜在的通報者が不正行為を通報す
る可能性が高い」という仮説を設定した。結果は，予想通り，Ineligible 条件（3.70）よ
り No Incentive 条件（4.63）のほうが高い値を示した（図表 3の【記述統計量】）。統計
的な有意性を確認するため，他の要因（性別，年齢，実務経験年数）を共変量とした共
分散分析（ANCOVA）を実施した。H 2では，通報の可能性が Ineligible 条件よりも
No Incentive 条件のほうが高いと予測しているため，Eligible 条件

10
を 0, Ineligible 条件を

－1, No Incentive 条件を＋1としたダミー変数を作成した。結果は，図表 4に示したと
おりである。コントラストコーディングを行ったダミー変数（Contrast_D 2）は，統計
的に有意な結果を示した（F（1, 261）＝14.80; p＜0.01）。したがって，H 2は支持された
────────────
↘ グを用いることで 1つの回帰モデルにおいて複数の上位・下位カテゴリー間の比較を行うことが可能と
なる（三輪・林 2014, p.110）。また，コントラストコーディングを用いる際には，一定の作成ルール
が存在しており，Hardy（1993）が参考になる。

９ すべての共変量を除いた分散分析（ANOVA）も実施したが，結果は変わらず，コントラストコーディ
ングを行ったダミー変数は統計的に有意であった（p＜0.01）。また，3群以上の独立した群の比較を行
うノンパラメトリック検定であるクラスカル・ウォリス検定も行ったが，結果は同様であった（p＜
0.01）。

１０ コントラストコーディングでは，特に注目しないカテゴリーに対し 0を割り当てるため（三輪・林
2014, p.110），H 2検証にあたり，Eligible 条件には 0が割り当てられる。

図表 3 H 1の検証結果

【記述統計量】
No Incentive（n＝89） Eligible（n＝93） Ineligible（n＝84）

4.63
（1.42）

5.27
（1.54）

3.70
（1.65）

【共分散分析の結果】

残差平方和 自由度 F 値 p 値

Contrast_D 1
Gender
Age
Work_experience
残差

71.17
3.26
3.48
0.84

651.20

1
1
1
1

261

28.520
1.307
1.396
0.336

0.000
0.254
0.238
0.563

***

（出所）筆者作成
（注）記述統計量における数値は，平均値を，（ ）内は標準偏差をそれぞれ示している。*，

**，***は，各々 10％，5％，1％水準で統計的に有意であることを示す。Contrast_D 1
は，Eligible 条件を＋2, Ineligible 条件と No Incentive 条件をそれぞれ－1としてコーディ
ングしたダミー変数である。Gender は，男性を 1，女性を 0としたダミー変数である。
Age は年齢を，Work_experience は実務経験年数を示す。
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といえる。
H 3では，「通報者報奨金制度があるものの，その報奨金を受ける資格がない場合，
報奨金を受ける資格がある場合や報奨金制度がない場合と比較して，潜在的通報者は通
報を遅らせる可能性が高い」という仮説を設定した。H 3を検証するため，通報窓口に
不正行為を通報するのをしばらく待つ（つまり，不正行為の金額がもう少し高まった後
で通報する）可能性がどの程度あると思うかについて 1-8段階で回答した質問項目を条
件間で比較した。結果は，仮説の予想通り，Ineligible 条件（5.35）は，Eligible 条件と
No Incentive 条件（それぞれ 4.24, 4.74）よりも高い値を示した。統計的な有意性も確認
するため，他の要因（性別，年齢，実務経験年数）を共変量とした共分散分析（AN-
COVA）を実施した。H 3では，Ineligible 条件が Eligible 条件や No Incentive 条件より

図表 4 H 2の検証結果

【共分散分析の結果】

残差平方和 自由度 F 値 p 値

Contrast_D 2
Gender
Age
Work_experience
残差

38.75
10.40
0.58
0.82

683.62

1
1
1
1

261

14.796
3.972
0.221
0.314

0.000
0.047
0.639
0.576

***
**

（出所）筆者作成
（注）*，**，***は，各々 10％，5％，1％水準で統計的に有意であることを示す。Contrast_D

2 は，Eligible 条件を 0, Ineligible 条件を－1, No Incentive 条件を＋1としてコーディング
したダミー変数である。Gender は，男性を 1，女性を 0としたダミー変数である。Age
は年齢を，Work_experience は実務経験年数を示す。

図表 5 H 3の検証結果

【記述統計量】
No Incentive（n＝89） Eligible（n＝93） Ineligible（n＝84）

4.74
（1.61）

4.24
（1.47）

5.35
（1.48）

【共分散分析の結果】

残差平方和 自由度 F 値 p 値

Contrast_D 3
Gender
Age
Work_experience
残差

41.41
4.15
0.01
0.60

615.50

1
1
1
1

261

17.558
1.760
0.004
0.253

0.000
0.186
0.948
0.615

***

（出所）筆者作成
（注）記述統計量における数値は，平均値を，（ ）内は標準偏差をそれぞれ示している。*，

**，***は，各々 10％，5％，1％水準で統計的に有意であることを示す。Contrast_D 3
は，Ineligible 条件を＋2, Eligible 条件と No Incentive 条件をそれぞれ－1としてコーディ
ングしたダミー変数である。Gender は，男性を 1，女性を 0としたダミー変数である。
Age は年齢を，Work_experience は実務経験年数を示す。
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も通報の可能性が高いと予測しているため，Ineligible 条件を＋2, Eligible 条件と No In-

centive 条件をそれぞれ－1としたダミー変数を作成した。結果は，図表 5に示したとお
りである。コントラストコーディングを行ったダミー変数（Contrast_D 3）は，1％水
準で統計的に有意な結果を示した（F（1, 261）＝17.56; p＜0.01）。したがって，H 3は支
持されたといえる。

Ⅴ お わ り に

本研究は，通報者報奨金プログラムにおける閾値の設定が通報行動に与える影響を明
らかにすることを目的とし，Berger et al.（2017）の追試を実施した。実験の結果，H 1
～H 3のいずれも支持されたため，追試は概ね成功したといえる。すなわち，通報者報
奨金制度における閾値の存在がかえって通報の意向を下げる可能性が示された。具体的
には，仮に報奨金制度があり，かつ不正を発見した潜在的な通報者がいたとしても，不
正規模が報奨金を得るための所定の最低閾値に満たない場合，発見時の段階では報奨金
を受け取ることができず，そのため，潜在的な通報者は，不正規模が閾値を満たす（す
なわち，報奨金を得るための要件を満たす）まで通報しない可能性が生じることを明ら
かにした。これは，閾値の設定が通報行動を遅延させ，かえって不正を助長させる可能
性を示唆するものである。
本研究は，通報制度に係る国内の法規制・制度設計に対して，学術的な知見を提示す
るものである。とくに，本研究は，不正規模の閾値設定に関する利点と欠点を整理して
いる。利点として，閾値を超える大型不正の発見には，その有効性を発揮することが期
待される。その一方，欠点として，閾値に満たない小さな不正の芽を摘むことは難しい
と考えられる。このことから，仮に通報奨励のための報奨金制度が導入されたとして
も，それだけでは不十分であり，依然として複数の不正発見手段を組み合わせて活用す
ることが重要といえる。
本研究の貢献は，Yahoo! クラウドソーシングを用いることで，実務経験を有する幅
広い年齢層の参加者を対象に追試を行った点にある。従来，学生被験者を対象に行う実
験室実験では，結果の外的妥当性に関する問題がたびたび指摘されてきたし，Berger et
al.（2017）でも実務経験を有する参加者はいるものの，主として，大学生を対象にした
実験を行っている。それに対して本研究は，幅広い年齢層の参加者を対象に実験を行
い，同様の結果を得たことで外的妥当性の問題を軽減したといえる。
本研究には，大きく 3つの限界がある。第 1に，シナリオで，不正規模（金額）が時
間の経過とともに一定して増加する設定にしている点である。しかし，近年では，小さ
な不正が徐々にエスカレートし，やがて大きな不正につながることを示している研究も
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確認されている（e.g., Gneezy 2005; Miwa et al. 2019）。よって，不正の金額が異なる速
度で増加する，あるいは不正の金額に終値があるようなシナリオの場合でも，本研究と
同様の結果が得られるのかについて追加的に検討する余地があると考えられる。第 2

に，本研究では，すべての条件において，社内の内部通報窓口の有無を一定とした点で
ある。今後の研究では，内部通報窓口の有無が外部への通報行動にどのような影響を与
えるかについて検証する必要がある。第 3に，本研究では，参加者自身が通報するかど
うかの意思決定を問うのではなく，第三者の通報者が不正発見時に，どのように対処す
るのかを評価するように求めた点である。このデザインは，社会的望ましさのバイアス
の影響を軽減するために選択したものであるが，実験参加者が提供した回答が，彼ら自
身の実際の行動と異なる可能性があるともいえるため，一定の留意が必要といえる。

付録

付録 A：実験で用いたシナリオ

ユニフォーム製造販売会社である Alpha 社の経理担当者である山田氏の主な仕事は，会社の買掛金取引の会

計処理を行うことと，上司（Alpha 社の最高財務責任者）のために請求書を整理することである。ある日，

請求書の仕分けとファイリングをしていた山田氏は，Alpha 社の米国子会社が取引先である「アメリカ合衆

国運輸保安庁（以下，TSA）」向けのユニフォームを製造するために，北米ではなく中米で生産された生地を

使用していることを示す請求書を発見した。中米から安価な生地を購入することは，Alpha 社の製造コスト

を下げる（つまり会社の利益を増やす）ことにはなるが，TSA との契約に明らかに違反する不正行為であ

る。この請求書の内容によると，不正行為の結果，Alpha 社の米国子会社は TSA との契約から毎月 5万ドル

の追加利益を得ていたことになる。不正行為は契約開始時（16ヶ月前）から行われていたため，これまでの

不正行為の合計金額は 80万ドルとなる。山田氏は，この不正事実の発見を誰かに話すかどうかを決めなけれ

ばならない。山田氏は，TSA のウェブサイトにアクセスし，TSA が取引先等の外部からの情報提供を目的と

した通報窓口を運営しており，個人が TSA に対する不正行為を通報することが奨励されていることに気づい

た。ウェブサイトには次のように書かれている。

非倫理的，違法，不適切と思われる行為はすべて，TSA の倫理・コンプライアンスホットライン（通報窓

口）に通報してください。通報はすべて匿名で行われます。

Eligible 条件

また，TSA は連邦政府から，総額 70万ドル以上の不正行為の発見につながる質の高いオリジナル情報を

提供した適格者に金銭的な報奨金を提供する権限を与えられている。この報奨金は，発見された不正行為

の金額の 30％分が与えられる。山田氏は，TSA の通報者報奨金プログラムが自分の状況に当てはまるか

どうかを考えた結果，次のような結論に達した。現在は 2013年 3月なので，不正行為の総額は 80万ドル

となる。TSA の通報者報奨金プログラムは 70万ドル以上の不正行為に適用されるため，山田氏は現時点

で不正行為を通報すれば 30％の報奨金（24万ドル）を受けることができる。山田氏は，TSA のウェブサ

イトに掲載されているホットラインの説明を見た後，自分の机に向かって，発見した不正事実を今回，

TSA の通報窓口に通報するかどうかを決めようとしている。残念なことに，ほとんどの通報者は，不正
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行為を通報した結果，雇用主から強い報復を受ける可能性があることも山田氏は知っている。したがっ

て，通報することには大きなリスクを伴う。

Ineligible 条件

また，TSA は連邦政府から，総額 90万ドル以上の不正行為の発見につながる質の高いオリジナル情報を

提供した適格者に金銭的な報奨金を提供する権限を与えられている。この報奨金は，発見された不正行為

の金額の 30％分が与えられる。山田氏は，TSA の通報者報奨金プログラムが自分の状況に当てはまるか

どうかを考えた結果，次のような結論に達した。2013年 3月現在，不正行為の総額は 80万ドルである。

しかし，TSA の通報者報奨金プログラムは 90万ドル以上の不正行為の通報にのみ適用されるため，現時

点で不正行為を通報しても報奨金の支払い対象にはならない。山田氏は，TSA のウェブサイトに掲載さ

れているホットラインの説明を見た後，自分の机に向かって，発見した不正事実を今回，TSA の通報窓

口に通報するかどうかを決めようとしている。残念なことに，ほとんどの通報者は，不正行為を通報した

結果，雇用主から強い報復を受ける可能性があることも山田氏は知っている。したがって，通報すること

には大きなリスクを伴う。

No incentive 条件

現在は 2013年 3月で，契約は継続中である。不正の被害総額は 80万ドルに上る。

付録 B：主要な質問項目

【理解度チェックのための質問項目（設
11

問 1）】

〈Eligible 条件と Ineligible 条件〉

2013年 3月現在，山田氏は TSA の通報者報奨金プログラムによる報奨金を受ける権利を有していますか？

はい／いいえで回答

〈No Incentive 条件〉

山田氏は TSA の通報窓口に通報することで一定の報奨金を得ることができますか？

はい／いいえで回答

【メインの質問項目】

設問 2

山田氏が，現時点で TSA の通報窓口に不正行為を通報する可能性はどの程度あると思いますか？1～8段階

（数値が高いほど可能性が高い）であなたの評価を教えてください。

1（全く可能性が高くないと思う）～8（非常に可能性が高いと思う）

────────────
１１ No Incentive 条件では，通報者報奨金プログラムがシナリオ内に生じないため，質問の表現を若干変更

している。なお，Eligible 条件では，「はい」，Ineligible 条件と No Incentive 条件では「いいえ」がそれ
ぞれ正解となる。
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設問 3

山田氏が TSA の通報窓口に不正行為を通報するのをしばらく待つ（つまり，不正行為の金額がもう少し高ま

った後で通報する）可能性は，どの程度あると思いますか？1～8段階（数値が高いほど可能性が高い）であ

なたの評価を教えてください。

1（全く可能性が高くないと思う）～8（非常に可能性が高いと思う）
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